
おはようございます。池田です。

本日はお忙しい中、弊社説明会にご参加いただきありがとうございます。
皆様からは日頃より貴重なご意見、ご指導を賜り大変感謝しております。

前期実績は3期ぶりに黒字を確保できましたが、利益水準はまだ低い状況で
す。また、今期の予想は増収増益ではありますが、中期経営計画の目標値か
ら大きく下振れしており、皆様のご期待に応えているとはいえません。

全社一丸となり、業績改善に努めてまいります。
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まず、2025年度決算実績と2026年度の通期見通しをご説明いたします。

3



右から2列目をご覧ください。

2025年度の売上高は482億円と前期比0.3%増加、営業利益は構造改革プログ
ラムによる固定費削減効果もあり、4.3億円の黒字に転換しました。

経常利益は、不動産収入、為替差益等により12.43億円と増加しましたが、当
期利益は、減損損失や繰延税金資産の取り崩し等を計上し、0.56億円となりま
した。
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セグメント別の状況です。

CS事業部は、前期比で売上高は増加しましたが、製品構成の違いにより減益と
なりました。

SCI事業部は、売上高は前期比並みながらも、営業利益は固定費削減、開発費
用の回収などにより、赤字幅を縮小しました。

イノベーションセンターは、6月より通信モジュールビジネスをSCI事業部に移
管し、売上は減少しましたが、人員削減などにより営業損失は縮小しました。



四半期毎のセグメント推移です。

ご覧いただけます通り、CS事業部は、第２、３四半期は売上・利益ともに非常
に好調に推移しましたが、下期に入り情報通信向け売上げが減速したのに加え、
第4四半期は春節休暇による中華圏の稼働減もあり利益水準が下がりました。

SCI事業部は、第3四半期は開発費用等の回収もあり黒字を確保しました。第4
四半期も、在庫販売等による売上増という特殊要因がありましたが、メキシコ
生産子会社の退職給付費用計上などにより、営業赤字になっております。



続いて市場別売上の推移です。

情報通信市場はスマートフォン関連コネクタの減少もあり、前期比マイナスと
なりました。

家電市場は、アミューズメント関連コネクタやサニタリー関連リモコンが好調
でしたが、住設用リモコン、ユニットが低調で前期比並みでした。

車載市場は、コネクタおよびユニットが好調で、前期から大きく伸長しました。

産機・その他市場については、再生可能エネルギー関連コネクタが拡大したこ
とで、微増となりました。
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こちらは地域別売上の前期との比較です。

中国は再生可能エネルギーや車載バッテリー関連コネクタが拡大、

日本はサニタリー用リモコンや車載およびE-Bike向けユニットが好調で、売上
が増加しました。

一方で、北米は不動産市況の低迷により、スマート家電、住設用ユニットが減
少し、大きく売上がマイナスしました。
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2024年度と2025年度の営業利益の増減分析です。

円高による営業利益減の影響がありましたが、為替影響を除く実質べースでは
売上高増、コストダウン活動や売価アップ交渉などにより変動費の削減、

そして構造改革プログラムによる固定費削減の効果により、前期の営業損失
2.2億円から4.3億円の営業利益に黒字転換できました。



2026年度の通期予想です。

通期の為替レート1ドル155円を前提としておりますが、売上高は490億円の増
収を見込んでおります。 

一方、営業利益につきましては構造改革プログラムによる固定費の削減効果と
売上高の増加により8億円、当期純利益につきましても8億円の見込です。 

当社の配当方針は、本中期経営計画の期間中は、財務健全性の維持を前提とし
て、DOE2.0%程度を維持するとしております。 それを踏まえ、2026年度配
当は、2025年度と同様にDOE2.0%なみの100円としたいと考えております。

尚、中東情勢については、現時点では調達問題などで影響は出ておらず、今回
の業績予想には織り込んでおりません。業績予想に大きな影響が見込まれる場
合は速やかに公表します。
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ここからは2026年度が3年目の最終年度になる中期経営計画「SMK Next100」
と構造プログラムの進捗について、ご説明させて頂きます。

11



こちらはセグメント別売上高、営業利益の進捗状況です。

2025年度については、売上は市況悪化により中期目標に届きませんでした。
営業利益は、構造改革プログラムの実施により、利益を確保しましたが、SCI
事業とイノベーションセンターが中期目標より大きな赤字となり、全体では中
期目標7億円には未達となりました。

2026年度は、詳細は次ページで説明しますが、新規ビジネスへの参入遅れや
市況悪化の影響もあり、今期の売上、営業利益は中期目標から、それぞれ110
億円、13億円下振れ予想です。その結果、ROEも中期目標値5%に対し、現状
2.6％の見込みです。
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2026年度のセグメント別の売上高、営業利益の中期経営計画目標値と予想値
の比較です。 

売上については、CS事業は、情報通信、車載関連コネクタビジネス、そして
SCI事業は、家電、車載市場のリモコン、ユニットビジネスの低調により、CS、
SCIとも中期目標 に対して、マイナスしております。イノベーションセンター
は、そもそも中期目標売上が小さいですが、ヘルスケア新分野のビジネス化遅
れにより中期目標に届いておりません。 

営業利益については、イノベーションセンターはほぼ中期目標通りの赤字です
が、CS事業、SCI事業は売上未達により、利益水準も中期目標からマイナスし
ております。
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こちらはキャッシュアロケーションの進捗状況です。

中期目標では、2024年度から2026年度の3年間で、110億円のキャッシュを
生み出し、設備投資90億円、株主還元に20億円を使う計画です。

それに対して、現状の見込みは、営業利益水準が目標未達のため、キャッシュ
創出は96億円、設備投資は75億円と目標を下回ります。

一方で、配当は、DOE2%の配当方針および100周年記念配当を実施したので、
目標を上回る22億円となる見込みです。

14



ここからセグメント別の事業戦略です。

このスライドは、全社戦略として、全社成長の原動力として位置付けて、経営
資源を優先的に振り分けていくCS事業と、黒字体質への構造改革の実施が最優
先事項のSCI事業の戦略です。

後で各事業部長が詳細な説明を行いますので、私からの説明は割愛させていた
だきます。
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イノベーションセンターの事業戦略は、早期の事業化を最優先に進めていく方針
です。

具体的には、前期から重点化している「音声によるあたまの健康分析技術」と
「筋電センサー」に経営資源を集中します。

2026年度は事業化に向けた検証フェーズと位置づけ、PoC・実証・市場検証を通
じて、成功事例と実証データを蓄積し、2027年度以降の本格展開につなげます。

まず、音声によるあたまの健康分析技術についてです。2026年度は、PoC・実証
フェーズと位置づけています。自治体向けでは、奈良県宇陀市との包括連携協定
に基づき、生命保険会社とも連携しながら、1年間のPoCを実施します。ここで成
功モデルを確立し、翌期以降は他自治体へ横展開していく計画です。また、サプ
リメントメーカー向けには、認知機能ケア系サプリメントの販売促進施策として、
当社アプリを活用したPoCを1年間実施します。こちらも成功モデルを作ったうえ
で、他メーカーへの展開を狙います。

次に、筋電センサーです。こちらも2026年度は、製品完成と市場検証のフェーズ
です。まずトレーニング領域では、上期中に開発を完了させ、下期から10施設で
運用検証を行う予定です。そこで抽出された課題を改善し、翌期の拡大フェーズ
につなげていきます。

また、ゴルフ領域では、プロゴルファーから筋電データを取得し、正解データを
構築します。そのデータをもとに、スイング時の筋活動を判別するアルゴリズム
を開発し、競技者や指導者向けの価値提案につなげていきます。
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構造改革プログラムにおいて、コスト構造改革見直しの進捗です。

日本では希望退職により118名の社員が退職となり、労務費削減効果は、2025
年度4.9億円、2026年度以降は年間7億円です。

人員減に伴い、茨城営業所の機能は本社に移管し閉鎖、そして本社管理部門で
も組織体制の見直しを行いました。

また、欧米拠点の合理化により、固定費削減効果は、2025年度1.8億円、
2026年度以降は年間2億円です。

今回の人員減への対応として、仕事のやり方の見直し、システム化、そしてAI
活用などにより、一人当たりの生産性を上げる取組を進めております。
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こちらは資本コストや株価を意識した経営の取り組み状況です。

売上成長と採算性改善については、ご説明した成長に向けた事業戦略と構造改
革プログラムを実行していきます。

資本効率の向上については、ROICの勉強会を実施、今後は社内浸透させます。

CCCの短縮は、売上債権回転期間と在庫回転期間の改善をお客様との交渉も含
めて進めております。

株主還元については、2024年度は100周年記念配当も含め140円とし、2026
年度も2025年度と同様に、株主資本配当率2%程度を目途にした配当100円を
継続します。

投資家との対話強化については、対外開示資料の内容を充実させるなどを行っ
ております。
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こちらはESG&サステナビリティ経営の取り組み状況です。

コーポレートガバナンス強化のため、昨年の株主総会にて、女性社外取締役
1名を選任し、現在、取締役会の社外取締役比率は50％になっております。

更に、今年の株主総会にて定款を変更し、取締役の任期を2年から１年に短縮
します。これにより、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制を構築し、
株主からの信任を得る機会を増やして、取締役の経営責任の明確化も図ります。

人権、育児・介護、プライバシーなどに対する基本的な考え方を策定あるいは
改定を実施しました。

昨年7月に金型管理において旧下請法勧告を受けましたが、その対応も完了し
ております。現在、１月施行された取適法遵守への社内体制の構築も行ってお
ります。

また、脱炭素については、2045年カーボンニュートラル実現を目指しており
ます。SCOPE1、2を対象としたCO2排出量は、太陽光発電システムの導入や省
エネ設備への更新などにより、グラフの通り、着実に減少しております。仕入
れ先様などと協業して、SCOPE3のCO2排出量の削減にも取り組んでおります。
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今年の２月に、SMK-Singaporeの営業事務所として、インド初の拠点を、首
都Delhiの南西約30KmのGurugramに開設しました。ローカルセールスエンジ
ニア１名から小さくスタートしますが、自動車、バイク向けコネクタをメイン
ターゲットとして、インドビジネスの拡販を強化していきます。私も、事務所
の開所式参加のほか、お客様、代理店などを訪問するため15年ぶりにインドに
出張しました。社会インフラの改善や自動車の高機能化などインドの大きな変
化を実感し、多くのビジネスチャンスがあることも再認識しました。

弊社は昨年4月に創立100周年の節目を迎え、2026年度は101年目の新しいス
タートとなります。社内では、全社員で力をあわせて、次の100年の成長に向
けた『新しいSMK』をつくっていこうと話しております。今期は、現在の中期
経営計画「SMK Next100」の進展に向けてラストスパートをかけるとともに、
次期中期経営計画の策定も開始し、持続的な成長の実現を目指してまいります。
引き続きのご指導、ご鞭撻のほどお願い申し上げます。

私からの発表は以上です。
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皆さんこんにちは。CS事業部担当の菅野です。

CS事業部への日頃のご支援ありがとうございます。
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CS事業部の2025年度の実績、2026年度の予想です。

2025年度の実績は、情報通信市場は計画を割り込みましたが、車載、家電、
産機市場は堅調に推移し、10月の中間期に見込んだ売上高216億円、営業利益
13億円に対し増収・減益の売上高225億円、営業利益12億円という結果でした。

営業利益が予想に届かなかった理由は、情報通信市場が下期予想に対し下振れ
たことと、プロダクトミクスの影響によります。

2026年度の通期予想は、売上は前期比8％増の243億円、営業利益は前年と同
レベルの11億円を見込みます。

各市場の予想を前期と比べると、情報通信は前期に見込んでいた新モデルが今
期に立ち上がることなどから伸びる見込みです。

家電と車載は前年と同水準、産機は再生可能エネルギー関連で顧客のモデル構
成の一部が変更になることを受け、若干下回る予想となっています。



CS事業部の事業戦略についてご説明します。

CS事業を 「重点注力領域として位置付ける」 という全社方針を受け、人材を
含めた、開発力、製造力を強化し、お客様からの支持を一層高めていきます。

市場別では、車載市場を最重点市場に位置付け、合わせて、情報通信市場、産
機市場も拡大させていきます。

電子部品に限らず、現在成長が著しいインド市場に対しては、インドも含めた
ASEAN地区の販売拠点であるマレーシアに、今期からコネクタ営業の主幹者ク
ラスを配置しました。

2月に開設した現地の事務所と連携し、急拡大しているインド市場の4輪・2輪
の車載を拡大させていきます。
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車載市場では、バイクや自転車などの2輪がEV化へ加速する一方で、自動車で
は、EVは足踏みの状況のようですが、ハイブリッドと自動運転に向けては、当
社が取り組んでいる製品の需要は、この先も拡大していくことに変わりはない
と考えています。

車載カメラコネクタでは、センシング用途で拡大するニーズに向けた製品の拡
販のほか、更なる高周波、大電流化に向けた次世代製品の開発も、並行して進
めていきます。

また、電装系やオートバイやE-Bikeの2輪で開発を進めてきた案件が、今期、
量産開始を計画しているほか、商談件数も増加しており、丁寧に対応して受注
拡大を図っていきます。

左下の情報通信市場は、開発のトレンドに変わりなく、ウェアラブルを含む情
報通信端末で高まる一方の伝送速度、大電流化の最先端のニーズに対応する、
提案製品の開発に取り組んでいきます。

右下の産機市場では、再生可能エネルギーの分野で積み上げた実績による信頼
性の高さを前面に出し、合わせてお客様のニーズに応えるラインナップも拡充
させていきます。

また、急激に現実感が増しているヒト型ロボットに牽引されて市場の高まりが
加速すると予想されるロボットの市場や、AIで拡大するサーバーの市場へも、
それらの製造工程で生産性を効率化する提案製品などを投入し、産機市場の売
上を拡大させていきます。

CS事業の説明は以上です。

引き続き、CS事業へのご支援、よろしくお願いいたします。
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皆さんおはようございます。

SCI事業部担当の伊東です。

日頃からのご支援、ご指導、誠にありがとうございます。

ここからは、SCI事業部の2025年度実績及び2026年度見通し、

成長に向けた事業戦略のポイントについて、ご報告させていただきます。
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売上高と営業利益の2025年度実績と2026年度予想について説明します。

2025年度の実績は、売上高256億円、営業利益はマイナス3.8億円となり、前期10月
時点での予想との比較では増収減益の結果となりました。

売上高では全ての市場において増収となりましたが、特に家電市場でのサニタリー用
リモコンが好調に推移しました。また、車載市場では車両用ユニットが好調に推移し、
予想に対し伸長しました。

一方、営業利益では見通しに対しては減益の結果となりました。

マイナス要因として２つあり、ひとつは為替による影響です。

これは日本で下期に想定よりも円安が進んだことにより、海外からの輸入品の原価が
上がったことが影響しました。

もう一つの要因では、先程も説明がありましたメキシコ生産子会社での退職給付費用
が追加発生したことが影響したものです。（これは期末に追加のBPRを行ったことに
より、発生したものです。）

次に、2026年度の予想では、売上高247億円、営業利益はプラス4千万円の減収増益
の黒字転換を見込んでいます。

売上高は減収となりますが、営業利益では4億円の改善となります。前期から継続し
ている売価適正化や原価低減活動による利益性の改善に加え、経費の適正運用、及び
構造改革プログラムを含むBRP効果を確実に継続させることで、売上最大・費用最小
を実践し、SCI事業の黒字化に向け取組みを実行します。

また、中期目標との比較では、売上高と営業利益の双方が乖離した状況です。
売上高においては計画立案当初見込まれなかった市況の低迷に加え、予定した大型案
件での新製品の立上げが、顧客の企画スライドにより、ズレ込んだことが影響しまし
た。現在開発継続しており、確実に立上げ対応を進めて行きます。
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続いて事業戦略についてご説明します。

SCI事業部では、経営方針として「黒字体質への構造改革の徹底」と「センサー・センシ
ングビジネスを新たな柱に育成」を掲げ、活動をしてまいりました。

商品開発においては、既存技術製品を中心とした「コア事業」と今後のSCIの柱となる
「センサー・センシングビジネス」を事業の両輪として位置付けています。

まず「コア事業」においては、既存顧客を中心に、新製品の商談を着実に拡大しています。
家電市場においては、サニタリー用リモコン及びエアコン用リモコンを中心に、長期間で

安定的な需要が見込める製品の取込みに注力しており、拡大を図っています。

車載市場では、従来からのカメラモジュール、E-Bike用ユニットやスイッチに加えて、

車載用のライティングユニットやKeyfobなどの製品展開を強化し、モビリティ分野での

拡販を進めています。

コア事業では、既存の通信技術にセンサーやエナジーハーベスト技術など「プラスα」の技
術を組合わせ、省電力化や高付加価値化などの市場ニーズに則した製品のご提案に重点を
おいています。 これらの活動を加速させ、収益性の高い新規案件の 商談獲得に繋げて
います。

センサー・センシング関連製品につきましては、これまでのラインナップに加え
LoRaWAN対応製品を拡充し、２件のプレスリリースをしています。 詳細については次
項でもご説明させて頂きますが、足許では商品化に向けた具体的な商談も増加しています。

既に顧客と協同でのPoC対応も進めており、早期ビジネス化による売上寄与を目指します。

収益性の改善につきましては、適正売価での販売を徹底しており、原材料高や最低賃金の

上昇によるコスト増加分を売価に転嫁し、利益性を確保した製品販売を継続していきます。
また、為替影響への対応においては、為替と連動した売価条件を適用することでリスク

ヘッジをする様、引続き取組みを進めます。

また、原価低減においては、製造現場の改善を更に進め、半自動機や協働ロボットの導入
を横展開し、省人化を図り、生産現場改善による収益性向上を進めます。
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前のページでも説明しましたLoRaWAN®対応製品を2点ご紹介させていただきます。

このLoRaWANデバイスの市場は世界で約8,000億円規模と推計されおり、ポテンシャルのある
市場であると捉えています。

まず1点目は、2月25日に発表した「LoRaWAN®対応 在庫管理センサー」です。

小売店舗や物流倉庫の省人化と業務効率化を目的とした製品で、既存の商品陳列用の棚に配線
なしで後付けすることが可能な製品となっており、振動検知と赤外線ToFセンサーの組合わせ
で商品取り出しを検知し、在庫変動を自動で把握することが可能となるものです。

さらに、その情報をリアルタイムで可視化することで、「補充すべき棚の位置や商品の銘柄」
を即座に特定でき、各店舗での巡回、在庫チェックなどムダな作業の削減と欠品防止に貢献し
ます。

資料に示すような、コンビニエンスストアやドラックストア、スーパーなどの小売り店舗での
活用を先ずは想定し、顧客とのPoCも実施している状況です。

日本国内では、これらの対象となる店舗数が約12万店舗と推計されており、国内市場だけでも
大きなポテンシャルが見込める市場だと捉えています。

また、小売店舗以外の物流や製造現場などでの活用にも非常に有効であり、並行して積極的な
拡販活動に努めていきます。

続いて2点目は、4月23日に発表した「LoRaWAN®対応 GPS Tracker - Lite」です。GNSS 
(全球測位衛星システム)による位置把握とSOS機能を備え、作業員の安全管理と管理業務の効
率化を支援します。

低コスト設計に加え、充電対応も可能な製品となっており、カバーエリアが非常に大きな大規
模な現場でも活用可能であり、導入しやすい点が特長です。

現在は特にニーズの強いASEAN地域において、顧客と協同でPoCを進めており、プランテー
ションでの作業員管理や安全管理、現場のDX化への貢献を進めています。

今後はこれらの新製品に加えさらなるラインナップの拡充も並行で進めており、センサー・セ
ンシング製品の展開を積極的に進め、事業拡大すると共に、次期主力製品の柱としてしっかり
と育てていきたいと考えています。

以上でSCI事業部からの報告とさせていただきます。
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